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◆ 2 月のＣＰ市場動向 

2 月末のＣＰ市場残高は、2007 年 12 月末（22 兆 6,858 億円）を上回る 22

兆 7,742 億円と、過去最高となった（前年同月比＋2 兆 912 億円）。発行市場は、

下旬に事業法人の大型発行案件が相次ぎ、22 兆円台後半を維持する動きとなっ

た。業態別残高では、一般事業法人が 9 兆 6,051 億円（前月比＋2,529 億円）

と、1 月末を上回り過去最高を更新した。その他金融が 10 兆 3,352 億円（同＋

761 億円）、金融機関が 1 兆 7,218 億円（同＋1,405 億円）の増加となった。Ａ

ＢＣＰは、1 兆 1,121 億円（同△187 億円）と若干減少した。発行レートは、高

水準の発行残高を受けて上昇地合いとなり、期内物や残高の積みあがっている銘

柄ではプラスレートでの出合いが散見された。投資家ニーズの強い期越え物につ

いても、浅いマイナスレートから 0%近辺での出合いであった。 

 

【新発 3Ｍ物の発行レート】 

最上位銘柄（a-1+格）0.000%近辺 一般事業法人（a-1 格）0.000%割れ～

0.003% その他金融銘柄（a-1 格）0.000%割れ～0.030% 

 

【業態別残高内訳】 

   

 

 

 



 

【格付け別の発行レート】 

 

≪ＣＰオペ≫ 

ＣＰ等買入オペは、2 月は 1 回のみのオファーで 18 日に 3,500 億円で実施

された。市場残高が高水準で推移していることから、ディーラーの売却ニーズは

強く、応札額は 1 兆 525 億円となった。結果は、按分レート△0.001％・平均

落札レート 0.000％と、前回（按分△0.001％・平均落札 0.002％、）比で按分

レートは横ばい、平均落札レートは低下した。 

〈月末オペ残高：2 兆 1,819 億円〉 

 

【日銀CP等買入れオペ実績】 

 

 ≪ＡＢＣＰ≫ 

ＡＢＣＰは、1兆1,121億円と前月比△187億円減少し、前年同月比も△

127億円の減少であった。 

 

≪短期社債登録状況≫ 

証券保管振替機構によると、2 月末時点における発行登録企業数は変わらず、

530 社であった。 

 

≪ＣＰ現先市場≫ 

現先（S/N）レートは運用ニーズ強く、マイナス～0 %近辺での出合いで 



0%では引き続き買い残り状態となっていた。 

◆ 3 月のＣＰ市場動向 

3月の発行市場は、例年では決算期末での有利子負債の削減から、一般事業

法人は期越え物の発行を調整し、市場残高は大幅に減少する。しかし、本年は

新型コロナウィルスの影響で、多くの企業で手元流動性を厚くする動きによ

り、市場残高が高水準で推移している。7日時点では、約24兆1,300億円とな

り過去最高を更新した。そのため、今決算期末は例年とは異なり大幅に減少す

る動きとはならず、高い市場残高を維持することを予想する。月末残高は、37

カ月連続して前同月比を上回ると思われる。 

発行レートは、発行増を受け上昇地合いとなっていることから、多くの銘柄

で期内・期越えを問わず、0%近辺からプラスレートでの出合いを予想する。 

 

≪ＣＰオペ≫ 

ＣＰ等買入オペは、当初4日・18日・26日の各回3,500億円で合計1兆500億

円の予定であったが、4日のオペでは500億の増額となり4,000億円でオファー

された。結果は、按分レート△0.001％・平均落札レート0.002%と前回（按

分△0.001%・平均落札0.000%）から、平均落札レートが上昇した。ディー

ラーの売却ニーズは高く、応札額は1兆1千億円を超えた。18日以降のオペに

ついては、高い市場残高を受けて当日のオファー増額が考えられ、レートは横

ばいから低下地合いを予想する。 

 

≪ＣＰ現先市場≫ 

ＣＰ現先レートは、投資家の運用ニーズが強く、引き続き 0%近辺での出合い

を予想する。 

  



＊ 参考資料 （出所：証券保管振替機構） 

【2 月末発行残高 上位 10 社】 

 

 

【短期社債市場残高】   

（2018 年 3 月～2020 年 2 月）             （単位：億円） 

 
―――――――――――――――――――――――――――――― 

本資料は投資環境等に関する情報提供を目的として作成したものです。本資料は投資勧誘を目的とするも

のではありません。有価証券等の取引には、リスクが伴います。投資についての最終決定は、投資家ご自

身の判断と責任においてなされるようお願いいたします。当社は、いかなる投資の妥当性についても保証



するものではありません。記載された意見や予測等は作成時点のものであり、正確性、完全性を保証する

ものではなく、今後予告なく変更されることがあります。 
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